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第１章 人口ビジョン 
 

 

 

  



 

 １ 

Ⅰ 本町の人口ビジョン策定にあたって 

我が国の総人口は２００８（平成２０）年をピークに人口減少に転じ、２０１５（平
成２７）年現在、１億２,６１６万人※１となっており、減少傾向は今後も続くと⾒込ま
れています。国⽴社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」と表記。）が２０１２
（平成２４）年に公表した「日本の将来推計人口」では、２０６０（令和 4２）年の総
人口は、８,６７４万人と推計しています。 

このような中、国は、２０６０年に 1 億人程度の人口を確保することを目指し、少⼦
⾼齢化の進展に的確に対応して人口の減少に⻭⽌めをかけるとともに、東京圏への人口
の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活
⼒ある社会を維持していくために「まち・ひと・しごと※２創⽣法」を制定し、平成２７
年度から令和元年度までの施策を、総合戦略として策定しました。 

この総合戦略は、人口の現状、将来⾒通しを踏まえるとともに、客観的指標を設定し、
まち・ひと・しごと創⽣に関する基本的な方向を定めるものであり、この法律の第 9 条
及び第 10 条において、都道府県と市町村は国の戦略を勘案して地域の実情に応じた総
合戦略を策定するよう努めることとなっております。 

このため、本町が策定する総合戦略（平成２７年度から３１年度令和 2 年度）におい
て、基礎的な部分となる人口ビジョンについては、国の⻑期ビジョン及び北海道のビジ
ョンを勘案しつつ、人口の現状を分析し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望
を提示するものです。 

ビジョンの対象期間は国の⻑期ビジョンの期間である２０６０（令和 4２）年とし、
人口推計に当たっては、国、北海道の手法に準拠し、国勢調査の実績を活用するととも
に、将来的な推計は、社人研が２０１３（平成２５）年に公表した「日本の地域別将来
推計人口」を基本として、合計特殊出⽣率※３の目標値を加味した「町推計」として作成
しました。 

 

※１ 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査（平成 27 年 1 月 1 日現在、総務省自治行政
局） 

※２ まち・ひと・しごと創生：以下を一体的に推進すること 

「まち」・・・国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営める地域社会の形成 

「ひと」・・・地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保 

「しごと」・・・地域における魅力ある多様な就業の機会の創出 

※３ 合計特殊出生率：１人の女性が生涯を通じて生む子どもの平均数に相当する指標 

 

  



 

Ⅱ 

１ 人口の現状分析
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年齢３区分の人口については、２０１０年までは⽣産年齢人口（１５〜６４歳）及び
⽼年人口
ます。

２０００（平成１２）
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年齢５歳階級別人口の推移を、国勢調査の実施年である１９９０年（平成２）、 
２０００（平成１２）年、２０１０（平成２２）年でみると、15 歳〜３０歳未満の年齢
の低い階級で減少がみられる一方、３０歳代及び５５歳以上などで、２０年間増加が続
いていることが分かります。 

 

年齢階級別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1990 年 
(平成２) 

１０年間の 

増減 
2000 年 

(平成 12) 
１０年間の 

増減 
2010 年 

(平成 22) 

０～４歳 1,769 218 1,987 231 2,218 

５～９歳 2,304 ▲ 73 2,231 273 2,504 

10～14 歳 2,526 ▲ 389 2,137 354 2,491 

15～19 歳 2,499 ▲ 320 2,179 ▲ 127 2,052 

20～24 歳 1,636 430 2,066 ▲ 494 1,572 

25～29 歳 2,001 567 2,568 ▲ 335 2,233 

30～34 歳 2,173 241 2,414 547 2,961 

35～39 歳 2,734 11 2,745 799 3,544 

40～44 歳 3,002 ▲ 452 2,550 518 3,068 

45～49 歳 2,310 654 2,964 60 3,024 

50～54 歳 2,245 949 3,194 ▲ 530 2,664 

55～59 歳 2,304 245 2,549 509 3,058 

60～64 歳 1,995 487 2,482 879 3,361 

65～69 歳 1,532 840 2,372 345 2,717 

70～74 歳 1,218 649 1,867 565 2,432 

75～79 歳 894 392 1,286 849 2,135 

80～84 歳 515 337 852 673 1,525 

85～89 歳 214 286 500 414 914 

90 歳以上 78 121 199 373 572 

年齢不祥 28 31 59 ▲  19 40 

合   計 33,977 5,224 39,201 5,884 45,085 

 

※網かけ部分は、２０年間増加が続いている年齢階級 
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②自然増減（出生・死亡）の推移 

下段の表に示すように、本町の合計特殊出⽣率は、全国や北海道、近隣の市町村の平
均と⽐較すると⾼い数値ではありますが、出⽣数は減少傾向にあり、２０１１（平成２
３）年からは、出⽣数より死亡数が上回り、「自然減」に転じました。 

 

出生数と死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査（総務省自治行政局） 

※2012（H24）年までは、４月１日から翌年３月３１日、2013（H25）年以降は１月１日から１２月３１日。 

※2012（H24）年からは外国人を含む。 

 

合計特殊出生率（ベイス推定値）の推移と道内・全国の比較（５年間の平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人口動態保健所・市町村別統計（厚生労働省） 

※ベイズ推定値：人口や出生数が少ない市区町村等では、合計特殊出生率が不安定になりやすい（特異値が発生
しやすい）ため、都道府県の出生状況を加味して算出したもの。  

死亡数が 

出生数を逆転 



 

 ６ 

 

③社会増減（転入・転出）の推移 

社会増減の推移については、転入数が転出数を上回っている状況が続いていましたが、
２０１１（平成２３）年には、転出数と転入数がほぼ同数となり、その後、転出数が転
入数を上回る年も出てきています。 

 

転出数と転入数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、過去１０年程度で自然増減と社会増減を⽐較してみると、自然増減数の変化よ
りも、社会増減数の変化が⼤きく、社会増減が自然増減よりも人口増減に与える影響が
⼤きい状況です。 

 

人口動態（自然増減・社会増減）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上下のグラフについて） 

※住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査（総務省自治行政局） 

※2012（H24）年までは、４月１日から翌年３月３１日、2013（H25）年以降は１月１日から１２月３１日。 

※転入出については、国外移動分を含む。また、2012（H24）年からは外国人を含む。  
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④年齢階級別の社会増減（転入・転出）の状況 

２０１２（平成２４）年から２０１４（平成２６）年までの３年間における社会増減
を性別、年齢階級別にみると、１５〜１９歳と２０〜２４歳では男⼥ともに社会減が多
く、合計も他の年齢階級に⽐べて転出超過がめだちます。 

一方、５〜９歳、２５〜２９歳、５５〜５９歳は男⼥ともに社会増となっており、合
計も他の年齢階級に⽐べて転入超過がめだちます。 

 

性別・年齢階級別の社会増減の状況（2012 年から 2014 年の合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳人口移動報告（総務省統計局） 

※日本人の国内移動分。１月１日から１２月３１日。 
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⑤地域別の社会増減（転入・転出）の状況 

２０１２（平成２４）年、２０１３（平成２５）年の２年間における地域別転出入状
況をみると、⼗勝総合振興局管内では転入者の方が多くなっていますが、その他道内及
び道外へは転出者の方が多くなっている状況です。また、⼗勝総合振興局管内で⾒た町
外への転出者の状況としては、帯広市や新得町、その他道内では札幌市が多くなってい
ます。 

 
音更町の地域別転出入状況（2012 年と 2013 年の合計） 

 
 

※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の４都県。 

※住民基本台帳人口移動報告（総務省統計局） 

※日本人の国内移動分。１月１日から１２月３１日。  

Ｈ２４ Ｈ２５ 合計 Ｈ２４ Ｈ２５ 合計

帯広市 562 572 1,134 34.3 648 590 1,238 35.1 ▲ 104

士幌町 49 43 92 2.8 19 21 40 1.1 52

上士幌町 21 42 63 1.9 14 33 47 1.3 16

鹿追町 27 28 55 1.7 22 25 47 1.3 8

新得町 8 2 10 0.3 5 17 22 0.6 ▲ 12

清水町 17 26 43 1.3 20 12 32 0.9 11

芽室町 48 34 82 2.5 43 42 85 2.4 ▲ 3

中札内村 10 9 19 0.6 15 8 23 0.7 ▲ 4

更別村 6 7 13 0.4 3 15 18 0.5 ▲ 5

大樹町 8 9 17 0.5 17 3 20 0.6 ▲ 3

広尾町 15 10 25 0.8 4 8 12 0.3 13

幕別町 79 52 131 4.0 72 66 138 3.9 ▲ 7

池田町 16 25 41 1.2 10 9 19 0.5 22

豊頃町 2 6 8 0.2 5 3 8 0.2 0

本別町 24 41 65 2.0 10 11 21 0.6 44

足寄町 32 15 47 1.4 14 11 25 0.7 22

陸別町 7 4 11 0.3 4 4 8 0.2 3

浦幌町 9 12 21 0.6 6 6 12 0.3 9

＜小計＞ 940 937 1,877 56.7 931 884 1,815 51.5 62

札幌市 185 162 347 10.5 287 246 533 15.1 ▲ 186

旭川市 44 37 81 2.4 25 68 93 2.6 ▲ 12

釧路市 44 58 102 3.1 51 59 110 3.1 ▲ 8

北見市 26 19 45 1.4 25 19 44 1.2 1

苫小牧市 16 18 34 1.0 27 23 50 1.4 ▲ 16

その他 248 229 477 14.4 239 178 417 11.8 60

＜小計＞ 563 523 1,086 32.8 654 593 1,247 35.4 ▲ 161

1,503 1,460 2,963 89.5 1,585 1,477 3,062 86.9 ▲ 99

東京圏 81 92 173 5.2 87 126 213 6.0 ▲ 40

その他道外 92 82 174 5.3 139 110 249 7.1 ▲ 75

173 174 347 10.5 226 236 462 13.1 ▲ 115

1,676 1,634 3,310 100.0 1,811 1,713 3,524 100.0 ▲ 214

道外

転入元・転出先

転入者の元の居住地 転出者の転出先
差し引き

（転入－転出）

（２年合計）
人　数 構成比

（２年合計）

人　数 構成比
（２年合計）

十勝総合振興局管内

その他道内

＜道内合計＞

＜道外合計＞

合　計（道内＋道外）
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町内ブロック別の転出入状況（対町外転入出） 

（2012 年と 2013 年の合計） 

 

 

※町調べ 

※日本人の国内移動分。１月１日から１２月３１日。 
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⑥年齢階級別・地域別の社会増減（転入・転出）の状況 

２０１２（平成２４）年、２０１３（平成２５）年の２年間における地域別転出入状
況を地域別、年齢階級別にみると、転入、転出がともに多い２０〜２９歳や３０〜３９
歳では、特に帯広市との人口移動が多い状況です。 

 

年齢階級別・地域別転出入の状況（2012 年と 2013 年の合計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の４都県。 

※住民基本台帳人口移動報告（総務省統計局） 

※日本人の国内移動分。１月１日から１２月３１日。 
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 １１

16,934 

19,251 
19,859 
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9,749 
10,961 11,161 11,658 11,667 

7,185 
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（２）雇用や就労に関する推移 

就業者数（１５歳以上）の推移をみると、増加が続いていますが、徐々に鈍化してい
ます。 

産業３区分別就業者については、第３次産業就業者のみ増加し、第１次産業と第２次
産業の就業者数の割合が減少しています。 

 

就業者数（１５歳以上）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業３区分別就業者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業３区分別就業者構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（３つのグラフについて）国勢調査  

2,317 人増加 
608 人増加 1,023 人増加 367 人増加 
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第１次産業 第２次産業 第３次産業 分類不能の産業



 

 １２

6,136
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5,857

4,907
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6,051
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また、年齢階級別就業者数の推移をみると、２０００（平成１２）年までは４０〜
４９歳の就業者が最も多い状況でしたが、２００５（平成１７）年には３０〜３９歳、
４０〜４９歳、５０〜５９歳の就業者数の方がほぼ同率となり、その後は１５〜２９歳
の減少と６０歳以上の増加がみられます。 

 

 

年齢階級別就業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査 

  

【就業者数】 

【参考：15 歳以上の年齢階級別人口】 



 

 １３

音更町に

常住
70.1%

音更町外

に常住
26.0%

不詳

3.9%

音更町で従業・通学する人の常住地

（15歳以上）

（３）通勤・通学による流入出状況 

⾳更町に常住する人※の従業、通学先は、町内、町外の割合がほぼ半分ずつです。ま
た、⾳更町内で従業、通学する人の約７割は⾳更町⺠で、２６.０％は町外の人です。こ
のような状況を背景に、⾳更町の昼間人口⽐率は１００よりも少なく、昼よりも夜の人
口が多い状況です。（参照：P15 の表） 

⾳更町⺠の従業・通学先として多いのは帯広市で、そのほか、芽室町や⼠幌町、幕別
町にもそれぞれ、５００人前後が従業、通学しています。 

 

※常住する人とは、「音更町で暮らしている人（音更町で国勢調査を受けた人）」。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

音更町を取り巻く地域別の従業・通学の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（３つのグラフについて）平成 22 年国勢調査  
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帯広市

士幌町

上士幌町

鹿追町

新得町

清水町

芽室町

中札内村

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

（人）

音更町に常住する人の従業・通学地（15歳以上）

音更町で従業・通学する人の常住地（住んでいる場所）（15歳以上）

音更町で

従業・通学
50.7%

音更町外で

従業・通学
47.2%

不詳

2.1%

音更町に常住する人の従業・通学地

（15歳以上）
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「従業（通勤）」の流出入の状況 

 

※人数は 15 歳以上の従業者。 

※「音更町で従業する人の合計」には、従業地不詳の人数を含む。 

 

「通学」の流出入の状況 

 

 

※人数は 15 歳以上の通学者。 

※「音更町に通学する人の合計」には、通学地不詳の人数を含む。 

 

※（上下の表について）平成 22 年国勢調査 

※常住する人とは、「音更町で暮らしている人（音更町で国勢調査を受けた人）」。 

  

人数（人）

<Ａ>
構成比

（％）

人数（人）

<Ｂ>
構成比

（％）

21,249 100.0 15,535 100.0 ▲ 5,714

10,862 51.1 10,862 69.9 -

9,929 46.7 4,085 26.3 ▲ 5,844

帯広市 7,466 35.1 帯広市 2,894 18.6 ▲ 4,572

士幌町 523 2.5 士幌町 88 0.6 ▲ 435

上士幌町 139 0.7 上士幌町 41 0.3 ▲ 98

鹿追町 158 0.7 鹿追町 47 0.3 ▲ 111

新得町 42 0.2 新得町 15 0.1 ▲ 27

清水町 99 0.5 清水町 40 0.3 ▲ 59

芽室町 534 2.5 芽室町 210 1.4 ▲ 324

中札内村 62 0.3 中札内村 11 0.1 ▲ 51

幕別町 467 2.2 幕別町 579 3.7 112

池田町 91 0.4 池田町 83 0.5 ▲ 8

豊頃町 29 0.1 豊頃町 8 0.1 ▲ 21

本別町 58 0.3 本別町 9 0.1 ▲ 49

足寄町 48 0.2 足寄町 4 0.0 ▲ 44

音更町に常住する人（町民）の
従業地（15歳以上）

音更町で従業する人の
常住地（住んでいる場所）（15歳以上） 流出入状況<B>-<A>

(ﾌﾟﾗｽは流入超過)
(▲は流出超過)

音更町に常住する
従業者の合計

音更町で従業
する人の合計

音更町で従業 音更町に常住

音更町外で従業 音更町外に常住

主
な
従
業
先

主
な
常
住
地

人数（人）

<Ａ>
構成比

（％）

人数（人）

<Ｂ>
構成比

（％）

1,733 100.0 1,110 100.0 ▲ 623

795 45.9 795 71.6 -

906 52.3 248 22.3 ▲ 658

帯広市 664 38.3 帯広市 169 15.2 ▲ 495

士幌町 50 2.9 士幌町 24 2.2 ▲ 26

上士幌町 31 1.8 上士幌町 9 0.8 ▲ 22

鹿追町 41 2.4 鹿追町 4 0.4 ▲ 37

新得町 0 0.0 新得町 2 0.2 2

清水町 3 0.2 清水町 1 0.1 ▲ 2

芽室町 48 2.8 芽室町 13 1.2 ▲ 35

中札内村 3 0.2 中札内村 1 0.1 ▲ 2

幕別町 21 1.2 幕別町 15 1.4 ▲ 6

池田町 4 0.2 池田町 5 0.5 1

豊頃町 0 0.0 豊頃町 0 0.0 0

本別町 0 0.0 本別町 1 0.1 1

足寄町 0 0.0 足寄町 0 0.0 0

音更町に常住する人（町民）の
通学地（15歳以上）

音更町に通学する人の
常住地（住んでいる場所）（15歳以上） 流出入状況<B>-<A>

(ﾌﾟﾗｽは流入超過)
(▲は流出超過)

主
な
通
学
先

主
な
常
住
地

音更町に常住する
通学者の合計

音更町に通学
する人の合計

音更町で通学 音更町に常住

音更町外に通学 音更町外に常住
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昼夜間人口比率の比較 

 

 

 

※平成 22 年国勢調査 

※昼夜間人口比率とは、「夜間人口 100 人あたりの昼間人口の割合」のこと。昼夜間人口比率が 100 を超えていると
きは通勤・通学人口が流入超過、100 を下回っているときは流出超過を示している。 

・夜間人口とは、常住人口のことで、「音更町で暮らしている人（音更町で国勢調査を受けた人）」。 

・昼間人口とは、「昼間に活動している場所での人口」のことで、夜間人口から「昼間に仕事（従業）や通学（就学）で
町外に通っている人数」を引き、「昼間に仕事（従業）や通学（就学）で町外から音更町に通っている人数」を足し
た数。 

・昼夜間人口比率の計算式は次のとおり。 

 

＝（音更町の常住人口－音更町に常住する従業・通学者の合計＋音更町で従業・通学する人の合計） 

音更町の常住人口 
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２ 将来人口の推計と

（１）将来人口推計

・社人研準拠推計：
各市区町村間の人口の移転状況を

２０１０
は２０４０
２０６０

・日本創成会議準拠推計：
社人研の推計による

めとする⼤都市への一極集中が今後も継続するため、
間機関である日本創成会議による
降２０６０

 
 

 

将来の人口について、社人研準拠推計では、２０４０
４４,
ます。

また、日本創成会議準拠推計では、２０４０
２０６０

将来人口の推計と

将来人口推計

社人研準拠推計：
各市区町村間の人口の移転状況を

２０１０（平成
２０４０（令和２２）

２０６０（令和４２）
日本創成会議準拠推計：

社人研の推計による
めとする⼤都市への一極集中が今後も継続するため、
間機関である日本創成会議による

２０６０（令和４２）

将来の人口について、社人研準拠推計では、２０４０
,３６９人、２０６０

ます。 
また、日本創成会議準拠推計では、２０４０

２０６０（令和４２）

（人） 

将来人口の推計と分析 

将来人口推計 

社人研準拠推計： 
各市区町村間の人口の移転状況を

２２）年の傾向を基に、今後一定程度
（令和２２）年までの推計

（令和４２）年まで町の試算によ
日本創成会議準拠推計： 

社人研の推計による２０１０
めとする⼤都市への一極集中が今後も継続するため、
間機関である日本創成会議による

（令和４２）年まで

将来の人口について、社人研準拠推計では、２０４０
３６９人、２０６０（

また、日本創成会議準拠推計では、２０４０
（令和４２）年の人口は４１

 

 

各市区町村間の人口の移転状況を純移動率
）年の傾向を基に、今後一定程度

年までの推計
年まで町の試算によ

 
２０１０年〜２０１５

めとする⼤都市への一極集中が今後も継続するため、
間機関である日本創成会議による２０４０

年まで町の試算によ

将来の人口について、社人研準拠推計では、２０４０
（令和４２）

また、日本創成会議準拠推計では、２０４０
年の人口は４１
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純移動率として捉え、
）年の傾向を基に、今後一定程度

年までの推計となっているため、その推計方法を基に
年まで町の試算によるもの。

２０１５年（平成
めとする⼤都市への一極集中が今後も継続するため、

２０４０年までの推計を
町の試算によるもの。

将来の人口について、社人研準拠推計では、２０４０
）年の人口は３９

また、日本創成会議準拠推計では、２０４０（令和２２）
年の人口は４１,０８２人にまで減少すると⾒込まれます。

として捉え、
）年の傾向を基に、今後一定程度縮小する

となっているため、その推計方法を基に
るもの。 

年（平成２７）の純移動率が、東京をはじ
めとする⼤都市への一極集中が今後も継続するため、縮小しない

年までの推計を、その推計方法を基にそれ以
るもの。 

将来の人口について、社人研準拠推計では、２０４０
の人口は３９,５９６人に減少すると⾒込まれ

（令和２２）年の人口は４５
０８２人にまで減少すると⾒込まれます。

として捉え、２００５
縮小すると仮定した推計。社人研

となっているため、その推計方法を基に

）の純移動率が、東京をはじ
縮小しないことを基本とした、⺠

、その推計方法を基にそれ以

将来の人口について、社人研準拠推計では、２０４０（令和２２
５９６人に減少すると⾒込まれ

年の人口は４５
０８２人にまで減少すると⾒込まれます。

推計値 

２００５（平成１７
と仮定した推計。社人研

となっているため、その推計方法を基にそれ以降

）の純移動率が、東京をはじ
ことを基本とした、⺠

、その推計方法を基にそれ以

令和２２）年の人口は
５９６人に減少すると⾒込まれ

年の人口は４５,４１３人で、
０８２人にまで減少すると⾒込まれます。

 

１７）年〜 
と仮定した推計。社人研

それ以降

）の純移動率が、東京をはじ
ことを基本とした、⺠

、その推計方法を基にそれ以

の人口は、 
５９６人に減少すると⾒込まれ

４１３人で、
０８２人にまで減少すると⾒込まれます。 
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（２）人口の変化が地域の将来に与える影響 

人口減少と少⼦⾼齢化の進展は、本町の地域社会にさまざまな影響をもたらします。 
 

①少子化の加速 

北海道は、全国平均に⽐べて結婚意識がある男⼥の割合が低く、平均理想⼦ども数・
平均予定⼦ども数・完結出⽣児数※についても全国平均に⽐べて低くなっています。そ
のため、全国に⽐べて少⼦化のスピードが加速することが懸念されます。 
※完結出生児数：結婚継続期間（結婚からの経過期間）15～19 年夫婦の平均出生子ども数 

 
結婚意思がある男女の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成 22 年「出生動向基本調査（独身者調査）」 

 
平均理想子ども数・平均予定子ども数・完結出生児数 

 
平均理想子ども数 平均予定子ども数 完結出生児数 

全国 2.42 2.07 1.96 

北海道 2.33 1.97 1.81 

東北 2.53 2.19 2.11 

関東 2.33 1.97 1.84 

中部・北陸 2.43 2.07 1.97 

近畿 2.35 2.02 1.86 

中国・四国 2.49 2.18 2.14 

九州・沖縄 2.65 2.33 2.16 

 

※平成 22 年「出生動向基本調査(夫婦調査)」 
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②社会保障費などの増加 

まちづくりの基盤となる財政⾯については、歳入において、⽣産年齢人口の減少に伴い、
自主財源の根幹をなす個人町⺠税の減収が⾒込まれます。一方の歳出では、当⾯は⽼年人
口の増加が予測されており、社会保障費などの扶助費がさらに増⼤することが⾒込まれ、
財政規模の縮小と財政構造の硬直化が懸念されます。 

 

③公共施設の維持管理、更新に係る費用の増加 

これまで人口が増加する中で、教育文化施設をはじめスポーツ施設、保健福祉施設、公
営住宅などの公共施設や道路、公園、上下⽔道などの社会基盤施設が増加しており、それ
らの維持管理経費に加えて、今後は、それらの更新に係る経費も必要となってきます。 

 

④コミュニティ機能の低下 

核家族化や⾼齢化が進み、ひとり暮らしや⾼齢者のみの世帯が増え、より一層地域の支
え合いが必要となる中、コミュニティ活動の担い手の中⼼である⽣産年齢人口の減少に伴
い、地域におけるコミュニティ機能（町内会等の組織や相互扶助活動など）の維持が懸念
されます。 
 

⑤買い物客の減少による商業環境や医療環境の悪化 

人口の減少とともに、町⺠全体の購買⼒も低下します。その結果、現在町内にある店舗
も売上額が減少し、撤退する店舗が⽣じ、空き店舗が発⽣することが懸念されます。病院
など医療施設においても来院人数が減ることによって、規模の縮小や診療科の縮小などに
つながることも考えられます。その結果、これまで本町において満⾜度が⾼かった買い物
環境や医療環境が悪化し、満⾜度が下がり、人口流出につながることが懸念されます。 
 

⑥労働力の減少による工場や事業所などの撤退 

IC 工業団地をはじめとした町内の一部の地域には、アクセスの良さに加え、労働者を安
定的に確保できるということなどから、工場や事業所が集積しています。人口が減少する
と労働者の雇用の確保が難しくなり、これらの工場や事業所が撤退することも考えられま
す。その結果、町⺠の雇用の場の減少や本町の税収などへの影響が懸念されます。 
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Ⅲ 人口の将来展望 

１ めざすべき将来の方向 

（１）現状と課題の整理 

本町の人口は、１９６０年代後半からの⾼度経済成⻑期以降、帯広市に隣接する恵
まれた⽴地条件を背景とする住宅開発の進展とともに増加を続け、総人口は、この 
５０年間で概ね２万人増加しました。 

しかしながら、日本の人口が減少に転じるなかで、本町においても、２０１０（平
成２２）年以降、住⺠基本台帳人口は減少傾向にあります。その⼤きな要因は、出⽣
数の減少と死亡数の増加により自然動態が減少に転じたことと、人口増加を支えてい
た転入数が減少してきたことによるものです。 

 

自然動態については、これまで出⽣数が増加していたものが、２００９（平成２１）
年以降は出⽣数が減少傾向にあり、一方、⾼齢化が進むなかで死亡数は⼤きく増加し、
２０１１（平成２３）年以降は、死亡数が出⽣数を上回る自然減少の状況が続いてい
ます。出⽣数の減少は、２０歳前後の若い世代の転出数が多いことに加え、晩婚化や
非婚化、少産化などの社会的な要因によるものと考えられます。その結果、合計特殊
⽣率は、全国平均や道平均は上回っているものの、国⺠希望出⽣率※１（１.８０）や
人口置換⽔準※２（２.０７）を⼤きく下回っています。 

 

社会動態については、木野、宝来地域を中⼼とする宅地開発が進められるなかで多
くの転入者を迎えてきましたが、宅地開発の縮小や経済動向などもあり、２００７（平
成１９）年以降は転入数が⼤きく減少しています。この間、転出数は、ほぼ横ばいの
状況で推移していますが、２０１２（平成２４）年以降は転出数が転入数を上回る社
会減少の状況になっています。 

転出入状況を年齢階級別にみると、１５〜１９歳、２０〜２４歳といった、多くは
進学や就職によるものと考えられる転出超過が⼤きく、⼤学等卒業後の転入（Ｕ・Ｉ
ターン等）や、かつて多くみられた出産適齢期の転入を上回っているものと推測され
ます。 

年齢階級別の就業者数をみても、近年は１５〜２９歳の若い年代の就業者数が減少
するなど、就業者全体の⾼齢化も進んでおり、出⽣数を維持するうえからも、若い年
代層の雇用の場の確保と定住の促進が求められます。 

 

以上のように、本町は、近年までは順調に人口増加を続けてきましたが、ここ数年、
人口動態にこれまでにない変化が⽣じており、このような状態が続いた場合、人口の
減少と急速な⾼齢化が⾒込まれることから、早急な人口減少への対策が必要となって
います。 

※１ 国民希望出生率：若い世代の結婚・子育ての希望が実現した場合の合計特殊出生率 

※２ 人口置換水準：人口が長期的に維持される合計特殊出生率の水準  



 

 ２０

 

（２）基本姿勢 

人口減少は、経済活動の縮小につながり、地域経済に影響を与えます。また、町⺠
一人ひとりの暮らしをはじめ、出⽣や就学、就業、結婚、出産などライフステージ全
般にも⼤きな影響をもたらします。減少を抑制する対策が遅れ、後手に回ることは、
事態をさらに悪化させ、より困難な状況を⽣み出すことにつながります。そのため、
常に⻑期的な視点を持ちながらも、迅速に⾏動する必要があります。 

本町の人口に関する現状と課題を踏まえ、以下のような基本的な姿勢で、今後の人
口減少対策に取り組んでいきます。 

 

①総合的・複合的な施策として取り組む 

人口減少対策は、単一の施策や事業で⼗分な効果が⽣まれるものではありません。
居住、仕事、結婚や⼦育て、教育、自由時間、⽣きがい、コミュニティ、⾼齢後の安
⼼など、人々の暮らし（人⽣）の場は、さまざまな要因によって選択されます。その
ため、「暮らしの場の選択」「結婚や出産の選択」に結びつく総合的、複合的な施策
を講じます。 

 

②危機感と自覚を持って、ともに協力して取り組む 

町は、人口減少対策の具体的な施策を総合戦略として策定し、全庁をあげて取り組
みます。また、町⺠や⺠間事業所、地元の教育機関、関係団体等にも理解を求め、情
報を共有するとともに、国や北海道などの関係機関、周辺市町村とも効果的に連携し、
それぞれが役割を分担しながら着実に⾏動していきます。 

 

③「選択と集中」の徹底 

人口減少対策は、さまざまな視点や分野から取り組みが考えられるため、実効性と
効果の⾼い取組を迅速に進めていくことが求められています。そのためには、人口減
少対策に最も有効な施策をできる限り「選択」し、投資を「集中」させ、実施してい
きます。 

 

（３）めざすべき人口減少対策の方向 

まちの魅⼒を⾼め、安全・安⼼で住み良いまちづくりを目指すことで、まちの総合
⼒を上げる取組を全ての自治体がそれぞれの特色を活かしながら取り進めていくこと
が、結果的に我が国全体としての出⽣率の向上につながり、各自治体の人口減少対策
に資するものとなります。 

①⾳更町で⽣まれた人が、本町で⽣涯を送ることができる条件整備を進めることにより、
人口転出を抑制します。 

②⾳更町で⽣まれ育った人が、やがて町に戻り、定住し、⼦どもを⽣み育てたくなるよ
うな環境づくりを進めることにより、Ｕターン人口を増やし、出⽣率を⾼めます。 

③⾳更町⽣まれでない人が、⾳更町に⾏ってみよう、住んでみようと思うきっかけをつ
くり、交流・転入人口を増やします。  



 

 

 

２ 人口の将来展望

将来人口に係る自然増減、社会増減
あるとともに、国の⻑期ビジョン、北海道の人口ビジョンにおいて用いている社人研準
拠推計を基に合計特殊出⽣率の目標値を加味した試算
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最終年 

4,166166 人 
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推計に使用した合計特殊出生率 

 

 

  

～2015 ～2020 ～2025 ～2030 ～2035 ～2040 ～2045 ～2050 ～2055 ～2060

(H27） （R2） (R7） （R12） (R17） （R22） (R27） （R32） (R37） （R42）

〈合計特殊出生率〉

【町推計】 1.52 1.61 1.70 1.80 1.93 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07

社人研準拠推計 1.61 1.57 1.54 1.54 1.54 1.55 1.55 1.55 1.55 1.55

日本創生会議準拠推計 1.61 1.57 1.54 1.54 1.54 1.55 1.55 1.55 1.55 1.55

※町推計で設定した合計特殊出生率については、国の推計方法に基づいて設定。

■自然増減数

～2015 ～2020 ～2025 ～2030 ～2035 ～2040 ～2045 ～2050 ～2055 ～2060

(H27） （R2） (R7） （R12） (R17） （R22） (R27） （R32） (R37） （R42）

〈自然増減数〉(人）

【町推計】 -137 -479 -740 -885 -902 -909 -1,082 -1,176 -1,330 -1,379

社人研準拠推計 -25 -528 -926 -1,162 -1,325 -1,508 -1,698 -1,814 -2,013 -2,128

日本創生会議準拠推計 -25 -521 -927 -1,176 -1,359 -1,577 -1,791 -1,928 -2,152 -2,294

■社会増減数

～2015 ～2020 ～2025 ～2030 ～2035 ～2040 ～2045 ～2050 ～2055 ～2060

(H27） （R2） (R7） （R12） (R17） （R22） (R27） （R32） (R37） （R42）

〈社会増減数〉(人）

【町推計】 1,071 732 742 746 746 745 747 726 723 719

社人研準拠推計 1,072 736 743 737 727 743 743 717 715 706

日本創生会議準拠推計 1,072 892 952 998 1,010 991 990 955 952 937

□自然増減数と社会増減数の合計

～2015 ～2020 ～2025 ～2030 ～2035 ～2040 ～2045 ～2050 ～2055 ～2060

(H27） （R2） (R7） （R12） (R17） （R22） (R27） （R32） (R37） （R42）

〈合計数〉(人）

【町推計】 934 253 2 -139 -156 -164 -335 -450 -607 -660

社人研準拠推計 1,047 208 -183 -425 -598 -765 -955 -1,097 -1,298 -1,422

日本創生会議準拠推計 1,047 371 25 -178 -349 -586 -801 -973 -1,200 -1,357

推計パターン

推　計（5年分）

推計パターン

推　計（各推計年に使用した合計特殊出生率）

推計パターン

推　計（5年分）

推計パターン

推　計（5年分）
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（人）

 

％ 



 

 ２４

社人研準拠推計では、⽼年人口（６５歳以上）の⽐率は、２０６０（令和４２）年
には３６.２％まで上昇すると推計されていますが、出⽣率を段階的に向上させること
により、２０６０年の⽼年人口⽐率は３２.８％となり、人口構成のバランスを改善し
ていくこととします。 

 

年齢３区分人口の推移 
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年齢３区分人口比率の推移 
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2055年＜社人研準拠推計＞

2060年【町推計】

2060年＜社人研準拠推計＞
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第２章 総合戦略 
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Ⅰ 本町の総合戦略策定にあたって 

１ 基本的な考え方 

（１）策定の趣旨 

本町の人口は、２０１５（平成２７）年４⽉１日現在の住⺠基本台帳では４５,３７８
人となっておりますが、今後の人口は、国⽴社会保障･人口問題研究所（以下、「社人研」
と標記。）の推計に準拠した場合、２０４０（令和２２）年には４４,３６９人、さらに、
２０６０（令和４２）年には３９,５９６人になるものと推計されています。 

本町は、近年までは順調に人口増加を続けてきましたが、ここ数年は人口動態に自然
減、社会減といったこれまでにない変化が⽣じており、このような状態が続いた場合、
人口減少と急速な⾼齢化が⾒込まれることから、早急な人口減少への対策が必要となっ
ています。 

このような中、本町は、国のまち・ひと・しごと創⽣に係る⻑期ビジョン及び北海道
の人口ビジョンを勘案し、社人研準拠推計に合計特殊出⽣率の目標値を加味した「町推
計」を作成するとともに、２０６０年の推計人口を、社人研準拠推計を約４,２００人上
回る４３,７６２人とした「⾳更町人口ビジョン」を策定しました。 

本町が策定する総合戦略は、国の戦略を勘案するとともに、人口ビジョンで示した、
めざすべき人口減少対策の方向や人口の将来展望を踏まえ、本町のまち・ひと・しごと
創⽣に関する基本的な方向及び中期的な施策などについて取りまとめたものです。 

 

 

（２）「総合戦略」の位置づけ、計画期間等 

①位置づけ 

本町は、２０１１（平成２３）年から２０２０（令和２）年を計画期間とした、「第
５期⾳更町総合計画」を指針としてまちづくりを進めています。 

総合計画は本町のまちづくり全般に関わる総合的な最上位計画であり、総合戦略は人
口減少対策を目的としています。これらは密接な関係があることから、本町においては、
「第５期⾳更町総合計画」の中から人口減少対策に関わりの深い施策を「総合戦略」と
して位置づけることとします。 

 

②計画期間等 

本計画の期間は、２０１５（平成２７）年度から２０１９（平成３１）２０２０（令和
２）年度の５６年間とします。また、計画が終了する２０１９（平成３１）２０２０（令
和２）年の人口を、約４６,２0０人約４６,２７０人と想定します。 
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２ 計画の推進にあたって 

（１）人口減少に関する意識を町内で共有し、町民等との協働により推進する 

町は、人口減少対策を進めるに当たり、まちづくり基本条例に基づき、町⺠や⺠間事
業所、地元の⾼等教育機関である帯広⼤谷短期⼤学をはじめとする関係団体等に理解を
求めるとともに情報を積極的に提供し、その共有に努めます。 

また、施策の推進に当たっては、町⺠と団体等の参加、協働を基本として計画を進め
ていきます。 

 

（２）政策間の連携を強化して推進する 

人口減少対策は、単一の施策や事業では、短期間で⼗分な効果が⽣まれにくいもので
あり、また、自然増減、社会増減の双方から対策を進めていくことが必要です。 

少⼦化対策をはじめ、雇用、福祉、教育など各分野における政策間の連携を強化し、
進めていきます。 

 

（３）効果の高い施策に絞り、重点的に推進する 

本計画は、人口減少に重点を置いた戦略であり、計画期間の中で一定の効果を出すこ
とが求められています。そのためには、実効性と効果の⾼い取組を迅速に進めていくこ
とが必要であることから、人口減少対策に最も有効な施策に絞り、重点的に進めていき
ます。 

 

（４）広域的な連携も積極的に取り組みながら推進する 

本町は、⼗勝管内全市町村による⼗勝定住自⽴圏の推進や北⼗勝４町（⾳更町、⼠幌
町、上⼠幌町、⿅追町）での観光振興事業の実施など、広域⾏政を積極的に進めていま
す。 

定住自⽴圏では医療・福祉、教育、産業振興、移住・交流の促進など、人口減少対策
に効果が期待できる取組を⾏っています。また、北⼗勝４町での観光振興事業において
は、それぞれの町の魅⼒をアピールすることにより、地域内への連泊や消費効果など、
交流人口の拡⼤による活性化に努めています。 

本計画においても、「⼗勝」としての住みやすさ、⾷や農業、観光資源などの魅⼒を
発信し、周辺市町村をはじめ、国や北海道などの関係機関とも情報共有や連携を深めな
がら、各施策をより効率的かつ効果的に進めていきます。 

  



 

３１ 

 

（５）評価と改善の重要性を再認識し、ＰＤＣＡサイクルに基づいて推進する 

「第 5 期⾳更町総合計画」では、各施策に数値目標を掲げており、これらの検証を通
じて施策及び事務事業の評価を⾏っています。これらの評価は、町⺠で組織する「⾳更
町総合計画推進委員会」に報告し、そこでの意⾒を踏まえて事務事業の⾒直しなどを⾏
い、更なる施策の展開につなげるといったＰＤＣＡサイクル※を構築しています。また、
推進委員会からの意⾒や対応方針については町⺠に広く発信し、町全体で情報を共有す
ることに努めています。 

本計画の推進に当たっても同様に、施策の進捗度を客観的に把握するため、基本目標
ごとに数値目標を、また、施策ごとにＫＰＩ（重要業績評価指標）を設定するとともに、
毎年度、町⺠及び産官学⾦労⾔の参画により実施状況を検証するなど、ＰＤＣＡサイク
ルに基づいて計画を進めていきます。 

 

※ＰＤＣＡサイクル：進行管理を計画（ｐｌａｎ）､実行（ｄｏ）、点検・評価（ｃｈｅｃｋ）、改善（ａｃｔｉｏｎ）の順に進めていくシステム 
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Ⅱ 総合戦略の基本方針 

１ 人口減少対策を考えるうえでの⾳更町の課題 

（１）定住につながる生活環境を維持、改善していく 

町⺠アンケート※によると、町⺠が満⾜度、重要度ともに⾼いと評価したものは、「⼦
育ての環境や支援」「病院、診療所などの医療環境」「健康づくりや病気の予防」「消
防・救急体制」「ごみの収集・リサイクル」「日常の買い物環境」などです。 

一方、満⾜度が低く、重要度が⾼いものとしては「道路や歩道の除排雪」「働く場の
確保」「道路の整備・管理」「観光地としての魅⼒づくり」などがあげられています。 

⼦育て支援や医療環境、買い物環境など、人口減少対策を進めるうえで重要とされて
いる分野の評価が⾼いことは本町の強みであり、今後も維持向上に努めていくことで、
住んでみたい、住み続けたいと思われるまちづくりを進めていくことが重要です。 

一方、働く場や観光など、地場産業の振興を望む声は⾼く、雇用の拡⼤や観光の魅⼒
アップなどを進めていくことで、不満要素を解消していくことが必要です。 

 

※音更町に在住する 18 歳以上の町民 3,000 名を対象に平成 26 年 6 月に実施（回収数 1,078 票、回収率 35.9％）。 
 

日常生活の「満足度」と「重要度」の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 子育ての

環境や支援

2. 健康づくりや病気の予防

3. 病院・診療所などの

医療環境

4. 高齢者の自立支援

5. 障がい者(児)支援

6. 男女共同参画社会

7. ボランティア活動
8. 消費生活

9. コミュニティ活動

10. 交通安全

11. 地域での防犯対策

12. 消防・救急体制

13. 防災体制

14. 自然環境の保全

15. 公害防止

16. ごみの

収集・リサイクル

17. 生涯学習

18. 小中学校の教育

19. 障がい児の教育

20. 芸術文化活動

21. 芸術文化施設22. 文化財・史跡

23. スポーツ活動

24. スポーツ施設

25. 青少年の健全育成

26. 国際交流・都市間交流

27. 公園や緑地

28. 公営住宅

29. 上下水道

30. 道路や歩道の除排雪

31. 道路の整備・管理

32. バスの利用
33. まちの景観

34. 日常の

買い物環境

35. 中心市街地

36. 農業の振興
37. 地産地消・食育

38. 企業誘致や企業支援

39. 観光地としての

魅力づくり

40. 働く場の確保

41. 情報提供42. 協働のまちづくり

43. 窓口対応・サービス

満足度が低く、重要度は高い 

重 

要 

度 

高

い 

低

い 

満足度 低い 高い 

満足度が高く、 

重要度も高い 

このグラフは、回答者全
員が満⾜度、重要度につ
いて選んだ結果から平均
を算出した数値（加重平
均値）で示しています。
横軸が「満⾜度」、縦軸
が「重要度」です。 
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（２）子育て世代、若い世代の不満を解消していく 

町⺠アンケートによると、今後の定住意向について尋ねた設問では、「今の場所に住
み続けたい」が全体で約８割（81.0％）、「町内の別の場所に移りたい」は約１割（9.6％）
を占め、合わせて約９割の町⺠は⾳更町内への定住を希望しています。 

一方、「町外に移りたい」町⺠は約 1 割ですが、その理由として「交通が不便」が各
年代ともに上位を占めており、交通の利便性を⾼めていくことが必要です。 

年代別の回答率を⽐較してみると、「今の場所に住み続けたい」は年代が⾼いほど⾼
くなりますが、40 代以下では「町内の別の場所に移りたい」という回答率が１割以上を
占めており、50 代以上に⽐べて⾼くなっています。これら⼦育て世代の満⾜度を向上さ
せ、定住を促進していくことが必要です。 

また、29 歳以下では「近くの市や町村」や「道内のどこか」「道外」といった町外を
希望する回答率が合計で２割近くを占めるなど、他の年代にくらべて⾼くなっており、
町外を希望する理由では、他の年代では医療や福祉⾯の不安などが上位にある中で、こ
の年代は、働く場がないことや⽣計を保つ収入が得られないといった回答をしています。
若い世代の働く場の拡⼤や就業環境の充実により、定住意向を⾼めていくことが必要で
す。 

 

今後の定住意向 
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◎全体[1,078]

《性別》 男性[417]

女性[630]

《年代》 29歳以下[83]

30代[155]

40代[165]

50代[188]

60代[248]

70歳以上[223]

今の場所 町内の別の場所 近くの市や町村 道内のどこか 道外 無回答



 

３４ 

 

町外に移りたい理由（重複回答） 

１位 ２位 ３位 ４位 ５位 

全体 
［82 人］ 

交通が不便 
買い物や娯楽など
の場が少なく、不
便 

医療や福祉面が
不安 

余暇や生きがい
を楽しむ場や機
会が少ない 

自然条件が厳し
い（冬の寒さ、
雪など） 

40 人 28 人 23 人 22 人 13 人 
 

29 歳以下 
［16 人］ 

交通が不便 
買い物や娯楽など
の場が少なく、不
便 

自分にあう仕事
（職場）がない
（自分の力を発
揮できる仕事を
したい） 

商売や事業経営に不利、生計を保つ
収入が得られない 

余暇や生きがいを楽しむ場や機会
が少ない 

9 人 8 人 4 人 3 人（同数） 
 

30 代 
［15 人］ 

買い物や娯楽な
ど の 場 が 少 な
く、不便 

交通が不便 
医療や福祉面が
不安 

進学や子育て環境など、子どもの教
育上の問題 

余暇や生きがいを楽しむ場や機会
が少ない 

7 人 6 人 5 人 4 人（同数） 
 

40 代 
［10 人］ 

交通が不便 

医療や福祉面が不安 

余暇や生きがいを楽しむ場や機会が
少ないから 

買い物や娯楽な
ど の 場 が 少 な
く、不便 

商売や事業経営
に不利、生計を
保つ収入が得ら
れない 

人間関係や近所
づきあいがうま
くいかない 

7 人 4 人（同数） 3 人 2 人（同数） 
 

50 代 
［17 人］ 

交通が不便 
余暇や生きがいを
楽しむ場や機会が
少ない 

医療や福祉面が不安 

その他 

買い物や娯楽な
ど の 場 が 少 な
く、不便 

8 人 5 人 4 人（同数） 3 人 
 

60 代 
［16 人］ 

交通が不便だから 

自然条件が厳しい(冬の寒さ､雪など) 

医療や福祉面が
不安 

買い物や娯楽な
ど の 場 が 少 な
く、不便 

余暇や生きがい
を楽しむ場や機
会が少ない 

6 人（同数） 5 人 4 人 3 人 
 

70 歳以上 
［8 人］ 

自然条件が厳し
い（冬の寒さ、
雪など） 

交通が不便 

医療や福祉面が不安 

買い物や娯楽などの場が少なく、不便 

余暇や生きがいを楽しむ場や機会が少ない 

5 人 4 人 3 人（同数） 
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（３）若い世代の子育てや住宅のニーズに応じていく 

 

町⺠に対して「⾳更に住み続けたい」という観点から、今後移住・定住を促進するた
めにはどのようなことが重要であるかを尋ねた設問では、全体では「⾳更町内で働ける
場を増やす（企業誘致､起業支援など）」が第１位、「⼦どもを産み育てやすいまちにす
る」が第２位という順番ですが、年代別でみると 40 代以下では「⼦どもを産み育てや
すいまちにする」が第１位※となっています。 

また、「⾳更町内に、住宅を建てやすいようにする」や「⾳更町内にある⺠間住宅に
入居しやすくする」など居住に関する項目は、年代が若いほど回答率が⾼い傾向にあり
ます。（２）で示した定住意向の設問でも 40 代以下では「町内の別の場所に移りたい」
という回答率が⾼く、町内に住む⼦育て世代が、今の住宅環境に不満を感じている割合
が⾼いことが伺えます。 

⼦育て世代の⼦育てや住宅に関するニーズを把握し、それらに関する取り組みを充実
させることにより、若い世代の移住・定住につなげていくことが必要です。 

 

※40 代は「音更町内で働ける場を増やす」と同率で 1 位。 

 

移住・定住を促進するために重要なこと（年代別の比較/２つまで選択） 

 

 

 

 

  

42.2

45.8

20.5

36.1

24.1

8.4

10.8

1.2

35.5

65.2

16.8

33.5

21.3

7.1

11.6

1.9

47.3

47.3

27.9

23.6

16.4

9.1

8.5

2.4

58.0

37.8

29.3

26.1

14.9

11.2

13.8

0.5

50.8

30.2

35.1

18.1

14.1

19.0

19.0

2.0

44.8

22.4

33.2

19.3

13.5

24.7

19.7

0.9

0% 20% 40% 60%

音更町内で働ける場を増やす（企業誘致､起業希望者への支援など）

子どもを産み育てやすいまちにする

年代や障がいに関わらず、住みやすいまちにする

音更町内にある民間住宅に入居しやすくする（家賃補助、空き家活用など）

音更町内に、住宅を建てやすいようにする（宅地を増やすなど）

住民同士が地域で交流や活動を行いやすいようにする

音更町の魅力を、もっと町外にＰＲする

その他

29歳以下[83]

30代[155]

40代[165]

50代[188]

60代[248]

70歳以上[223]



 

３６ 

 

移住・定住を促進するために重要なこと（重複回答） 

１位 ２位 ３位 ４位 ５位 

全体 
［1,078 人］ 

音更町内で働け
る 場 を 増 や す
（企業誘致､起
業希望者への支
援など） 

子どもを産み育て
やすいまちにする 

年代や障がいに
関わらず、住み
やすいまちにす
る 

音更町内にある
民間住宅に入居
し や す く す る
（家賃補助、空
き家活用など） 

音更町内に、住
宅を建てやすい
ようにする（宅
地 を 増 や す な
ど） 

47.2％ 38.9％ 28.5％ 24.2％ 16.5％ 
 

29 歳以下 
［83 人］ 

子どもを産み育
てやすいまちに
する 

音更町内で働ける
場を増やす（企業
誘致､起業希望者
への支援など） 

音更町内にある
民間住宅に入居
し や す く す る
（家賃補助、空
き家活用など） 

音更町内に、住
宅を建てやすい
ようにする（宅
地 を 増 や す な
ど） 

年代や障がいに
関わらず、住み
やすいまちにす
る 

45.8％ 42.2％ 36.1％ 24.1％ 20.5％ 
 

30 代 
［155 人］ 

子どもを産み育
てやすいまちに
する 

音更町内で働ける
場を増やす（企業
誘致､起業希望者
への支援など） 

音更町内にある
民間住宅に入居
し や す く す る
（家賃補助、空
き家活用など） 

音更町内に、住
宅を建てやすい
ようにする（宅
地 を 増 や す な
ど） 

年代や障がいに
関わらず、住み
やすいまちにす
る 

65.2％ 35.5％ 33.5％ 21.3％ 16.8％ 
 

40 代 
［165 人］ 

音更町内で働ける場を増やす（企業
誘致､起業希望者への支援など） 

子どもを産み育てやすいまちにする 

年代や障がいに
関わらず、住み
やすいまちにす
る 

音更町内にある
民間住宅に入居
し や す く す る
（家賃補助、空
き家活用など） 

音更町内に、住
宅を建てやすい
ようにする（宅
地 を 増 や す な
ど） 

47.3％（同率） 27.9％ 23.6％ 16.4％ 
 

50 代 
［188 人］ 

音更町内で働け
る 場 を 増 や す
（企業誘致､起
業希望者への支
援など） 

子どもを産み育て
やすいまちにする 

年代や障がいに
関わらず、住み
やすいまちにす
る 

音更町内にある
民間住宅に入居
し や す く す る
（家賃補助、空
き家活用など） 

音更町内に、住
宅を建てやすい
ようにする（宅
地 を 増 や す な
ど） 

58.0％ 37.8％ 29.3％ 26.1％ 14.9％ 
 

60 代 
［248 人］ 

音更町内で働け
る 場 を 増 や す
（企業誘致､起
業希望者への支
援など） 

年代や障がいに関
わらず、住みやす
いまちにする 

子どもを産み育
てやすいまちに
する 

住民同士が地域で交流や活動を行
いやすいようにする 

音更町の魅力を、もっと町外にＰＲ
する 

50.8％ 35.1％ 30.2％ 19.0％（同率） 
 

70 歳以上 
［223 人］ 

音更町内で働け
る 場 を 増 や す
（企業誘致､起
業希望者への支
援など） 

年代や障がいに関
わらず、住みやす
いまちにする 

住民同士が地域
で交流や活動を
行いやすいよう
にする 

子どもを産み育
てやすいまちに
する 

音 更 町 の 魅 力
を、もっと町外
にＰＲする 

44.8％ 33.2％ 24.7％ 22.4％ 19.0％ 

  



 

３７ 

（４）町内への U ターンを促す雇用の場、生活の場を増やす 

中⾼⽣アンケート※によると、今後の定住意向について尋ねた設問では、「⾳更町に
住み続けたい」は全体の約３割（29.3％）にとどまり、選択肢の中では最も多くを占め
るものの、「今の場所に住み続けたい」が約８割を占める町⺠アンケートの回答結果と
は差が⾒られます。 

しかしその一方で「一度は町外に出るかもしれないが、戻ってきたい」という回答が
ほぼ同率（28.0％）を占めています。この回答は性別による⼤きな差はなく、中⾼⽣別
でみると、⾼校⽣は「⾳更町に住み続けたい」の回答が中学⽣より縮小した分、「一度
は町外に出るかもしれないが、戻ってきたい」が拡⼤しています。 

本町への U ターンを希望する中⾼⽣の意向に応えていくためには、本町での⽣活基盤
が必要であり、居住環境とともに働く場を増やすことが必要です。 

 

※町内の中学校に通っている２年生の生徒、音更高校に通っている 2 年生の生徒、町内に住む高校 2 年生と同年
齢の方 1,124 人を対象に平成 26 年７月に実施（回収数 607 票、回収率 54.0％）。 

 

 

今後の定住意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

29.3

30.8

28.4

34.2

19.1

28.0

28.7

27.3

24.4

35.3

17.3

13.8

19.9

15.8

20.2

23.3

24.3

22.3

22.8

24.3

2.3

2.4

2.1

2.8

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中高生全体[533]

《性別》男性[281]

女性[319]

《中高生》中学生[363]

高校生[244]

音更町に

住み続けたい

一度は町外に

出るかもしれないが、

戻ってきたい

他の市町村に

移りたい

考えたことがない、

分からない

無回答



 

３８ 

（５）滞在型観光の振興により、交流人口を増やす 

本町を含む⼗勝管内の市町村では、広域的な連携により観光振興に関わる取り組みを
進めており、⼗勝川温泉を有する本町においても交流人口を拡⼤する役割が期待されて
います。 

⼗勝川温泉地域の１年間の流動人口を⽉別に⾒てみると、冬期の流動人口が夏期に⽐
べて少ない状況です。冬の観光振興をより一層図ることにより、交流人口を拡⼤できる
可能性があります。 

また、１日の流動人口を時間別に⾒てみると、夜間に⽐べて昼間の流動人口が少なく、
夜間においても平日は少ない状況です。滞在型の観光振興を図り、平日の宿泊数の増加
とともに、昼間の交流人口を拡⼤していくことが重要です。 

 

十勝川温泉地域の滞在人口月別推移（2014 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

十勝川温泉地域の時間別流動人口（2014 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（２つのグラフについて）まち・ひと・しごと創生本部「地域経済分析システム」 
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３９ 

 

（６）東京圏に在住する人達を対象に、ＵＩＪターンを促進する 

東京在住者を対象とした移住希望調査※では、回答者全体の４割は移住を検討してお
り、関東圏以外の出⾝者に限るとその割合は半数を占めます。また、移住したい理由と
して「出⾝地であるから」が第１位ですが、その次に「スローライフを実現したいから」
「⾷べ物や⽔、空気がおいしいから」が続きます。本町はこれらの希望を満たす環境を
有しており、東京圏に在住する人達に対して、積極的に本町の魅⼒を情報発信すること
によってＵＩＪターンを促進することが必要です。 

また、移住する上での不安・懸念される点として、働く場、日常⽣活の利便性、公共
交通の利便性をあげている人達が多く、これらを解消することも重要です。 
 

※東京都在住 18～69 歳男女 1,200 人を対象としたインターネット調査（内閣官房が平成 26 年 8 月に実施） 

 

東京在住者の移住希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※内閣官房「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」 

 

  

2.7

2.3

5.8

6.7

3.5

5.0

28.8

35.7

59.3

50.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

関東圏以外の

出身者

今後１年以内に

移住する予定・

検討したいと思っている

今後５年をめどに

移住する予定・

検討したいと思っている

今後１０年をめどに

移住する予定・

検討したいと思っている

具体的な時期は

決まっていないが、

検討したいと思っている

検討したいと

思わない
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移住したい理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移住する上での不安・懸念される点（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（２つのグラフについて）内閣官房「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」  
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27.7
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18.9
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16.8
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9.2

8.2

6.4

5.1

3.7

1.6

1.2

0.8

3.7

4.5

0% 10% 20% 30%

・出身地であるから

・スローライフを実現したいから

・食べ物や水、空気がおいしいから

・家族・親戚・知人など親しい人がいるから

・自分に合った生活スタイルを送りたいから

・健康的な生活がしたいから

・生活コストが高いから

・趣味を楽しみたいから

・気候が暮らしやすいから

・東京都内では家を購入しづらいから

・都心を離れたいから

・暮らしてみたい街があるから

・子どもを自然の多い環境で育てたいから

・子育てがしやすい環境だから

・仕事と生活のどちらも充実させたいから

・地域住民の人柄が良いから

・農業を始めたいから

・やりたい仕事があるから

・医療、福祉が充実しているから

・家業を継ぐから

・自分に合った仕事が得られないから

・その他

・あてはまるものはない

41.6

36.7

35.9

30.3

28.3

27.0 

24.8

15.8

9.4

7.2

1.8

15.2

0% 10% 20% 30% 40%

・働き口が見つからない

・日常生活の利便性

・公共交通の利便性

・移住先の人間関係

・住居環境

・医療、福祉

・給与が下がる可能性

・災害対策

・レジャー、娯楽

・教育環境

・その他

・あてはまるものはない



 

４１ 

 

２ ５つの基本目標 

人口減少対策を考えるうえでの⾳更町の課題と、「⾳更町人口ビジョン」における「め
ざすべき人口減少対策の方向」を踏まえ、総合戦略における基本的な取り組み方向を次
のように定めます。 

 

（１）本町の強みを活かした産業を振興し、雇用の場を拡充する【雇用の場の拡充】 

農業振興や企業誘致が本町の産業基盤を活かし、多様な分野、形態により、⼦育て世
代をはじめ、様々な年代の人達の雇用の場をつくります。 

 

（２）音更の魅力で人を呼び込む、呼び戻す【移住・定住の促進、交流の拡大】 

自然の豊かさと便利さを兼ね備えた環境をはじめ、農業がもたらす⾷の恵み、国内有
数のモール温泉など、本町の魅⼒を積極的に発信し、伝えることで、交流人口を増やし、
域内経済の循環や所得の向上をはかります。 

また、観光・交流を機に、結婚や移住にもつながるよう促進します。 
 

（３）若者が結婚し、安心して次の世代の子どもを産み育てたいという希望をかなえる   

【結婚・子育て支援の充実】 

若い世代が結婚や出産、⼦育てに希望が持てるよう不安の解消や住環境の整備に努め、
若い世代の人口流出を抑制します。また、結婚を望む人達がパートナーと出会える機会
を増やし、出産や⼦育て、教育の場として魅⼒的なまちづくりを進めることにより、⼦
育て世代の増加やそれに伴う出⽣数の増加をめざします。 

 

（４）音更に住み続けたい、住んでみたいと思える環境を整備する【安全・安心な地域づ

くり】 

年代によって異なる⽣活環境への不満・不安要素を把握し、それらの解消に努めるこ
とによって、だれもがいつまでも安⼼して⽣活できる環境をつくり、人口流出を抑制し
ます。また、災害への備えや地産地消、医療と介護等の連携などにより、安全や安⼼を
実感できるまちづくりを進め、定住意識を⾼めるとともに、移住を促進します。 

 

（５）十勝圏域としての魅力を高め、広域連携を推進する【広域連携の推進】 

⼗勝圏域の市町村が連携し、⼗勝圏としての魅⼒を⾼めながら、人口減少の抑制やそ
れにつながる圏域の活性化に向けて、広域的に取り組みます。 
  



 

 

なお、国の「総合戦略」では４つの基本目標を設定しているのに対して、本町では５
つの基本目標を設定することとしますが、その関係については、次のとおりです。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の基本目標

１ 地方

  創出

２ 地方

  つくる

３ 若

  の

４ 時代

  安心

  地域

なお、国の「総合戦略」では４つの基本目標を設定しているのに対して、本町では５
つの基本目標を設定することとしますが、その関係については、次のとおりです。

基本目標 

地方における

創出する 

地方への新

つくる 

若い世代の

の希望をかなえる

時代に合った

安心なくらしを

地域と地域

なお、国の「総合戦略」では４つの基本目標を設定しているのに対して、本町では５
つの基本目標を設定することとしますが、その関係については、次のとおりです。

国

 

おける安定した

新しいひとの

の結婚・出産

をかなえる 

った地域をつくり

なくらしを守るとともに

地域を連携する

なお、国の「総合戦略」では４つの基本目標を設定しているのに対して、本町では５
つの基本目標を設定することとしますが、その関係については、次のとおりです。

国の総合戦略

 

した雇用を 

しいひとの流れを 

出産・子育て 

をつくり、 

るとともに、 

する 

４２ 

なお、国の「総合戦略」では４つの基本目標を設定しているのに対して、本町では５
つの基本目標を設定することとしますが、その関係については、次のとおりです。

総合戦略の「基本目標

音更町

 

 

なお、国の「総合戦略」では４つの基本目標を設定しているのに対して、本町では５
つの基本目標を設定することとしますが、その関係については、次のとおりです。

基本目標」との関係

音更町の基本目標

１ 本町の

  振興し

  【雇用

２ 音更の

  呼び戻

【移住・定住

３ 若者が

  次の世代

  たいという

  【結婚

４ 音更に

  住んでみたいと

  整備する

  【安全

５ 十勝圏域

  広域連携

  【広域連携

なお、国の「総合戦略」では４つの基本目標を設定しているのに対して、本町では５
つの基本目標を設定することとしますが、その関係については、次のとおりです。

関係 

基本目標 

の強みを活かした

し、雇用の場

雇用の場の拡充

の魅力で人を

戻す 

定住の促進、

が結婚し、安心

世代の子どもを

たいという希望をかなえる

結婚・子育て支援

に住み続けたい

んでみたいと思

する 

安全・安心な地域

十勝圏域としての

広域連携を推進する

広域連携の推進

なお、国の「総合戦略」では４つの基本目標を設定しているのに対して、本町では５
つの基本目標を設定することとしますが、その関係については、次のとおりです。

かした産業を

場を拡充する

拡充】 

を呼び込む、

、交流の拡大

安心して 

どもを産み育て

をかなえる 

支援の充実】

けたい、 

思える環境を

地域づくり】

としての魅力を高め

する 

推進】 

なお、国の「総合戦略」では４つの基本目標を設定しているのに対して、本町では５
つの基本目標を設定することとしますが、その関係については、次のとおりです。 

を 

する 

、 

拡大】 

て 

 

】 

を 

】 

め、 



 

４３ 

Ⅲ 総合戦略の内容 

基本目標１ 本町の強みを活かした産業を振興し、雇用の場を拡充する【雇用の場の拡充】 

 

本町には、安全・安⼼な農畜産物を育む基幹産業の農業、特色ある泉
質を持つ温泉資源、また、温泉熱や日照時間が⻑いことによる自然エネ
ルギーの確保、⾼速道路をはじめとする交通インフラ、帯広市に隣接す
る⽴地上の利便性、更に自然災害が少ないという地理的環境など、事業
を⾏ううえで利点となる、地域資源や特性がいろいろあります。 

このような本町の強みを活かし、既存産業の進展や農商工観連携など
新たな分野の産業振興を⾦融機関等とも連携して後押し、様々な分野で
雇用の場が広がるようにします。 

 

新規就農者数 ６年間(Ｈ27～R2）で６７人 

ＩＣ工業団地における雇用者数 ７９７人(Ｈ26)→８５０人(Ｒ2） 

 

具体的な施策及び事業 重要業績評価指標 
（ＫＰＩ） 

（１）ゆるぎない農業経営と生産環境 

・後継者を育成、確保するため、研修の開催や活動、交流を支援

します。 

・農業労働力を確保する支援体制をより利用しやすいようにしま

す。 

（具体的な事業） 

・農業後継者（新規就農者）確保対策事業 

・農業労働力の確保対策事業 

新規受入研修生数 

：６年間(H27～R2）で

１０人 

（２）本町の強みを活かした産業の振興 

・ＩＣ工業団地拡張への取り組みを進めます。 

・雇用の拡大が伴う企業の誘致に努めます。 

・新事業の創出を目的とした異業種間の交流や農商工観連携を進

めます。 

（具体的な事業） 

・ＩＣ工業団地への企業誘致 

・ＩＣ工業団地の拡張整備 

・産業振興支援事業 

ＩＣ工業団地におけ

る立地企業数(累計) 

：29 社(H26)→35 社(R2) 

ＩＣ工業団地エリア

の総面積 

:54ha(H26)→86ha(R2) 

産業振興支援事業に 

よる助成件数 

：６年間(H27～R2）で

１８件 

基本的 
方向 

数値目標 



 

４４ 

基本目標２ ⾳更の魅⼒で人を呼び込む、呼び戻す【移住・定住の促進、交流の拡⼤】 

 

本町には、都市の利便性をはじめ、⼗勝の風土が⽣み出す豊かな自然
や風景、⾼品質の農畜産物、北海道遺産でもある特色あるモール温泉な
ど、住むところ、訪れるところとして魅⼒となるものがたくさんありま
す。 

これらの魅⼒を様々な手段で発信し、観光振興による交流人口の拡⼤
などにより、域内経済の循環を⾼め、地域経済を活性化させます。 

また、移住を検討している人達に情報を発信し、ＵＩＪターンを促す
とともに、⾳更町内で、希望どおりの住まいや働く場を得られるよう⾦
融機関等とも連携して支援します。 

また本町は、介護福祉⼠の確保を目的として、帯広⼤谷短期⼤学社会
福祉科介護福祉専攻へ進学する学⽣を対象に、⼗勝管内への⾼齢者施設
等に就職することを要件として就学サポートを実施しています。これに
より若い世代が働く場を増やすとともに、⾼齢者も移住、定住しやすい
環境づくりとして必要な人材の確保を進めることとします。 

 

 

観光入込客数 １,４０２,５００人(Ｈ26)→１,４６１,０００人(Ｒ2） 

社会増（転入超過）の人数 ４２人(Ｈ26)→２００人(Ｒ2） 

 

具体的な施策及び事業 重要業績評価指標 
（ＫＰＩ） 

（１）観光による交流人口の拡大 

・観光客の利便性向上のため、道央圏や道東圏などを結ぶ二次交

通※や地域内移動などの充実に努めます。 

・国際化、広域化に対応した観光客受入環境整備とサービス・企

画などの充実、他地域との連携による新たな広域観光ルートの

形成を進めます。 

・農畜産物や地場産品などの販売及び音更の食、農業をＰＲする

機会を増やすため、新たに魅力を発信する拠点づくりに努めま

す。 

・高速道路ネットワークとのアクセス強化をはかるため、スマー

トインターチェンジやこれと主要幹線を結ぶアクセス路の設

置を関係機関に要請します。 

※二次交通：空港や鉄道駅から観光地までを結ぶ交通手段のこと。 

 

二次交通対策支援事

業による宿泊数 

：毎年５,３７０泊 

（H27～R2） 

 

訪日外国人観光客誘

客強化事業による宿

泊数 

：毎年９,０００泊 

（H27～R2） 

 

町内の魅力発信拠点

数 

：２箇所(R2） 

基本的 
方向 

数値目標 



 

４５ 

  

（具体的な事業） 

・二次交通対策支援事業 

・訪日外国人観光客誘客強化事業 

・魅力発信施設整備事業 

・スマートインターチェンジ整備促進の要請 

 

（２）移住や定住の促進 

・多様化、高度化する情報通信手段に対応するため、通信基盤の

整備を検討します。 

・空き地・空き家の現状を把握し、利用可能な空き地・空き家の

有効活用をはかります。 

・関係機関と連携し、介護人材の育成などの支援を行うとともに、

介護サービスの質の確保と安定的な介護サービスの提供に努

めます。 

・豊かな自然や都市の利便性、モール温泉など、本町の魅力発信

に努めます。 

・北海道移住促進協議会や十勝圏複合事務組合等と連携し、移住

希望者に対する情報発信や相談会などの事業を進めます。 

（具体的な事業） 

・テレワークや起業、移住を促す通信環境の整備 

・市街地の空き地、空き家等の活用 

・介護福祉士育成支援事業 

・元気な高齢者の移住促進 

・移住、定住促進事業（北海道移住促進協議会などと連携した情

報発信、移住相談等） 

 

空き地・空き家情報 

の公開件数（累計） 

：60 件(H26)→150 件

(R2) 

 

 

帯広大谷短期大学を

卒業し、十勝管内の高

齢者施設等に就職す

る介護福祉士数 

：６年間(H27～R2）で

１４０人 

 

 

十勝管外から音更町

への移住件数 

：６年間(H27～R2）で

５０件 



 

４６ 

基本目標３ 若者が結婚し、安⼼して次の世代の⼦どもを産み育てたいという希望をかなえる
【結婚・⼦育て支援の充実】 

 

町⺠アンケートでは、「⼦育ての環境や支援」については、満⾜度が
⾼く、重要度も⾼い位置づけにありますが、住宅環境や保育の充実を望
む声など⼦育て世代のニーズを聞きながら、⼦育てしやすい環境づくり
をより一層進めます。 

結婚や出産などを望んでいる人達が、パートナーを得て希望をかなえ
ることができるよう、出会いの場や出産しやすい環境を充実させます。 

また、すでに⼦どもを育てている家庭において、希望する人数を出産
できるよう、⼦育てしやすい環境を充実させるとともに、一人一人を⼤
切にした教育が⾏える環境を充実させ、教育を受ける場としても魅⼒を
感じてもらえるようにします。 

 

出生数 ６年間(Ｈ27～Ｒ2）で２,０００人 

 

具体的な施策及び事業 重要業績評価指標 
（ＫＰＩ） 

（１）結婚につながる出会いの場の創出 

・若者の出会いの場の創出など、町内の関係機関と連携し、各種

事業を進めます。 

（具体的な事業） 

・若者交流支援事業 

・地域イベント等を通じた若い世代の交流促進 

カップリング数 

：６年間(H27～R2）で

５０件 

（２）出産と子育てを支援する環境づくり 

・子育て世帯に向け民間賃貸住宅家賃補助事業を推進し、公営住

宅を補完する住宅として民間賃貸住宅の活用をはかります。 

・確かな学力をはぐくむため、学習指導要領に基づき、個に応じ

たきめ細やかな指導を展開します。また、ティーム・ティーチ

ングや、少人数による教育を推進します。 

・安心して子育てができる環境の整備や情報の発信に努めます。 

・学童保育所の運営委託とともに計画的な受入体制と施設整備を

進めます。 

 

 

子育ての環境や支援

に係る町民の満足度

（満足、やや満足、普通

と回答した割合） 

：79％(H26)→82%(R2) 

 

子育て世帯向け賃貸

住宅新規入居戸数 

（累計） 

：6 戸(H26)→50 戸(R2) 

 

 

基本的 
方向 

数値目標 
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・低所得者世帯に対し、各種福祉制度などによる助成や負担の軽

減に努めます。 

・仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及・浸透

や家庭生活への男女共同参画を促進し、男女がともに働くため

の環境整備に努めます。 

（具体的な事業） 

・子育て世帯向け賃貸住宅家賃補助事業 

・少人数学級やティーム・ティーチングの推進 

・すくすくステーション整備事業 

・保育料軽減事業 

・放課後子ども教室の推進 

・男女共同参画推進事業 
 

少人数学級やティー

ム・ティーチングの実

施に伴う教員数の増 

：５人（R2） 

 

 

生活の中で仕事と家

庭の両方を優先する

町民の割合 

：18%(H25)→30%(R2) 



 

４８ 

基本目標４ ⾳更に住み続けたい、住んでみたいと思える環境を整備する       
【安全・安⼼な地域づくり】 

 

本町には国道 241 号沿線に商業施設が集積しており、町⺠アンケート
でも「日常の買い物環境」については、満⾜度が⾼く、重要度も⾼い位
置づけにあり、今後もこの環境を維持していく必要があります。しかし、
「バスの利用」は満⾜度が低い位置にあり、⾼齢者など公共交通を利用
する住⺠は不便を感じることも少なくないと思われます。 

⼦どもからお年寄りまで、一人でも多くの人が、⾳更町に住み続けた
いと思えるような⽣活環境をめざすため、⽼後の不安として⼤きな要因
である⾼齢になっても地域で暮らせる体制づくりや医療、介護等の連携、
公共交通の充実などに努めます。 

また、自然災害の少ない環境であることに加えて、豊かな⾷べ物に恵
まれた環境などがさらに実感できるよう、防災体制の充実や⾷育などを
推進し、町⺠が安全・安⼼に暮らし続けられる環境づくりを進めます。 

 

町民の定住意向 ９０.６％(Ｈ26)→９１％以上(Ｒ2) 

 

具体的な施策及び事業 重要業績評価指標 
（ＫＰＩ） 

（１）老後も不安が生じない生活環境づくり 

・市街地では、コミュニティバスの利便性の向上に努めます。 

・農村部では、スクールバスの混乗利用や他の方策も検討し、利

便性の向上に努めます。 

・地域生活バス路線の確保に努めます。 

・認知症高齢者などが住み慣れた地域で暮らせるよう、地域密着

型サービス基盤の整備を進めます。 

・保健・医療・福祉・介護の連携体制を充実させます。 

・地域主体の協働のまちづくりを促進するため、地域が自主的に

行う環境整備活動や地域福祉活動などを支援します。 

（具体的な事業） 

・公共交通確保対策事業（市街地、農村部の利便性の向上、地域

生活バス路線の確保） 

・認知症高齢者支援事業（ＳＯＳネットワークなど） 

・保健・医療・福祉・介護の連携体制の充実 

・潤いと思いやりの地域づくり事業 

地域生活バス路線数 

：16 路線(H26) 

→ 16 路線(R2) 

 

 

 

認知症サポーター養

成講座受講者数(累計) 

：2,959 人(H26) 

→5,000 人(H31) 

→7,400 人(R2) 

基本的 
方向 

数値目標 



 

４９ 

 

  

（２）安全・安心なまちづくりの推進 

・地産地消や食育の視点から、関連する取り組みを進めます。 

・災害物資や防災救助品を充実させるとともに、その保管場所の

整備をはかります。 

・自主的な防災活動を全町に普及させるため、自主防災組織など

の育成に努めるとともに、避難行動要支援者の把握と情報提供

をはかります。 

・国道 241 号（音更大通）の交通事故対策事業及び無電柱化事業

の早期完成を関係機関に要請します。 

（具体的な事業） 

・食育推進事業 

・防災備蓄品等整備事業 

・潤いと思いやりの地域づくり事業（地域防災組織活動） 

・国道 241 号交通事故対策整備促進の要請 

 

自然災害など防災体

制に対する町民の満

足度 

：82%(H26)→82%(R2) 

 

 

 

自主防災組織率 

：60%(H26)→70%(R2) 



 

５０ 

基本目標５ ⼗勝圏域としての魅⼒を⾼め、広域連携を推進する【広域連携の推進】 

 

本町は、定住自⽴圏や観光振興などを共通のテーマとして、関係市町
村とともに広域⾏政を進めています。これらは広域的な視点で取り組む
ことで効果が期待され、また、人口減少の抑制や交流人口の拡⼤をはか
るうえで重要なテーマといえます。 

今後も、⼗勝圏や北⼗勝など、地域における課題を関係市町村で共有
し、その解決に努めるとともに連携を深め、広域的な視点から魅⼒ある
地域づくりを進めます。 

 

十勝管内の観光入込客数 ９６７万人(Ｈ25)→１,０２０万人(Ｒ2） 

（延べ人数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な施策及び事業 重要業績評価指標 
（ＫＰＩ） 

（１）周辺市町村との連携の推進 

・現在進めている各分野での共同事業を円滑に進め、連携を強化

します。 

・広域的な行政課題に対し、関連市町村と連携した取り組みを進

めます。 

（具体的な事業） 

・十勝定住自立圏の推進 

・各種広域行政事業の推進 

 

他市町村と連携して

新たに進める広域行

政事業数 

：６年間(H27～R2）で

３８件 

基本的 
方向 

数値目標 


